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◆ 計画期間を平成21～27年度の7年間とし 
  「財政再生団体への転落回避」と「地域医療の確保」を目指す 

１．健全化項目の取り組み内容と効果額（平成21～27年度見込み） 
  ・住民負担・サービスの見直し  効果額       3億4,900万円 
   ・組織・人件費の見直し        効果額      24億3,700万円 
                 効果額合計 27億8,600万円 

２．健全化判断比率の改善 
  ・連結実質赤字比率 
  ・実質公債費比率 
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３．基金への積立て等 
  ・財政調整基金   平成21～26年度で12億6,200万円の積立て 
  ・減債基金        〃     取崩す予定が取崩しなし 
  ・公共施設整備基金    〃     6億4,600万円の積立て 



  ・連結実質赤字比率の推移 
    ⇒ 平成22年度に連結黒字達成。 
      以降、現在も黒字を維持しており、平成27年度も達成見込み。 

新・留萌市財政健全化計画の検証２ 
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全会計で約29億円の赤字 
（うち病院事業会計で27.5億円の赤字） 



  ・実質公債費比率の推移  
    ⇒ 国の制度改正により平成22年度までは一時計画よりも悪化。 
      繰上償還の実施により平成23年度以降は計画を下回る。 
      平成27年度も17.2％の見込みで今後も改善の見込み。 
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新・留萌市財政健全化計画の検証３ 



「新・留萌市財政健全化計画」 
無事終了できる見込み 

「留萌市中期財政計画」の５つの規
律（基準）に基づき、再び財政の危
機的状況に陥ることがないよう、健
全で持続可能な財政運営をすすめる。 
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新・留萌市財政健全化計画の検証４ 
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１．５つの財政規律（基準） 

  ② 実質公債費比率 
     平成26年度決算は17.8％で全道35市中32位（速報値） 
     市債発行額の基準順守により公債費を抑制し、平成32 
     年度は16％以下に努め、将来的には全道市平均を目標。 
     （平成26年度決算時 全道市平均12.6％） 
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  ① 連結実質赤字比率 
     連結ベースで黒字の維持に努める。 
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  ③ 将来負担比率 
     平成26年度決算は109.2％で全道35市中24位（速報値） 
     公債費の抑制などで負債総額の減少を図り現状以下を 
     目標。（平成26年度決算時 全道市平均106.4％） 
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  ④ 市債発行額（事業債）の基準 
     後年度の公債費負担の抑制を図るため、一般会計投資 
     事業の市債発行額を、各年度10億円を目安とし、計画 
     期間内の市債発行総額が50億円以内となるよう努める。 
     （ただし、過疎対策事業債(ソフト事業分)は含まない。) 
 
  ⑤ 財政調整基金残高 
     国の制度改正などで市全体の財政状況が大幅に悪化し 
     連結実質赤字が市町村の早期健全化団体水準(標準財政 
     規模比16.25～20％)となった場合でも、市民の皆様に 
     多大な負担を強いることのないよう、標準財政規模の 
     20％以上の基金残高確保を目標。 
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２．推計条件（歳入の主な条件）   
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留萌市中期財政計画４ 

区  分 推 計 条 件 

 
 
 
 
 
歳 
 
 
 
入 

市税 個人市民税については、納税義務者数と所得額を毎年度３％の減として
見込み、法人市民税では厳しい経済情勢を考慮し毎年度１％の減を見
込んでいます。また、軽自動車税については、過去の増減を考慮し四輪
乗用自家用車で毎年度1.5％の増などを見込み、たばこ税では近年の減
少傾向から毎年度3.5％の減を見込んでいます。固定資産税については、
過去３ヵ年の平均増減率により見込む。 

地方交
付税等 

普通交付税では、平成27年度の算定結果を踏まえ、公債費の減少や平
成27年度実施の国勢調査における人口を22,200人として見込んで反映
し、また、特別交付税では平成27年度の除雪諸経費算定の変更に伴う
増を見込み、各年度の改正点を考慮した増減を反映しています。臨時財
政対策債については、一般財源の補てん措置として見込む。 

市債 実質公債費比率への影響を考慮した事業債発行額基準である10億円と、
過疎対策事業債（ソフト分）１億円を見込む。 



-10- 

２．推計条件（歳出の主な条件）  
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留萌市中期財政計画５ 

区  分 推 計 条 件 

 
 
 
 
 
歳 
 
 
 
出 

職員 
給与費 

財政健全化計画による特別職・一般職の給与等削減分を本則に戻し、定員適正化計画
に基づく職員数を反映している。 

繰出金等 病院事業と水道事業を含む特別会計や一部事務組合（消防・南部衛生）に対する繰出
金等について、病院事業会計に対しては、基準内繰出しを中心とした約８億5,000万円
のほか、平成26年度単年度収支の赤字を考慮した5,000万円を上積みし反映している。
また、国民健康保険事業特別会計に対しては、平成30年度に実施される事務の広域化
前に累積赤字の解消を図るため、平成28年度においてのみ7,000万円の繰出しを反映
している。水道事業・下水道事業・介護保険事業などの特別会計に対しては、基準に基
づき反映している。 

投資的 
経費 

事業債発行額基準である10億円を考慮し、平成29年度からの消費税率改正などの増
減を反映している。 

臨時的 
政策経費 

平成27年度の臨時事業を参考とし、過疎対策事業債（ソフト分）１億円を財源としつつ、
平成29年度からの消費税率改正などの増減を反映している。 

一般行政
経費 

事務的経費・一般施策経費・施設等維持管理費・車両等維持管理費などの一般行政経
費について、温水プールに関しては、夏季における学校授業を中心とした運営経費を見
込み、また、平成28年度供用開始の船場公園の管理に関する経費に関しては、指定管
理委託料などを見込んだほか、平成29年度からの消費税率改正などの増減を反映して
いる。 
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３．財政見通し 
  ・平成28年度～平成32年度 

  平成29年度から平成31年度に合計１億8,000万円の収支不足が見込まれる。 
  この収支不足を解消するために・・・ 
  ・前例に捉われることなく各実施事業の分析・検証を実施し、妥当性や 
   改善点など目的達成のため真に必要で最適な方法か十分に検討を重ねる。 
  ・最少の経費で最大の効果を生む取り組みを継続して実施する。 
  ・自主財源となる市税等の収納強化による公平公正な財源確保に努める。 
  ・財政調整基金は、標準財政規模の20％を上回る残高を確保しており、 
   財政規律を守りつつ基金の活用も視野に入れ、財政運営をすすめる。 
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